
 かんぽ生命保険の千田でございます。本日は、かんぽ生命の決算・経営方針
説明会にご参加いただき、ありがとうございます。

 本日は、2022年3月期の振り返りと、今後の取組みについて、ご説明させてい
ただきます。

 その後、みなさまからのご質問を頂戴したいと思います。

 それでは、1ページをご覧ください。



 2022年3月期決算について、主な項目をご説明いたします。

 2022年3月期は、新契約が想定を下回ったことなどにより、保有契約が大きく減
少したものの、事業費の減少と順ざやの増加により、当期純利益は1,580億円と
なりました。

 EVについては、2021年5月に実施した自己株式取得に伴う純資産の減少、およ
び、外国金利上昇に伴う外国債券の含み益の減少等により、前年度末比10.1%
減少し、3兆6,189億円となりました。

 また、新契約価値は、現状ではプラスに転換させるだけの新契約を獲得できてお
らず、マイナス115億円となりました。

 経済価値ベースの健全性を表すESRは、自己株式取得に伴い分子である資本
量が減少し、169％に低下いたしました。

 なお、ESRについては、2025年の新資本規制導入に向けて、より合理的な計測
手法に順次見直しております。

 1株当たり配当金については、当初予想通り90円といたしました。

 2023年3月期の業績予想につきましては、後ほどご説明いたします。
 2ページをご覧ください。
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 2021年度の取組みについて、ご説明いたします。

 2021年度は、信頼回復に向けた取組みを継続し、ご契約内容確認活動を通じた
お客さまへのアフターフォローを、着実に実行してまいりました。

 しかしながら、アフターフォローの活動が具体的な商品提案に結び付いておらず、
新契約は緩やかな回復にとどまり、募集品質問題発生前の１割程度と、想定を
下回る結果となりました。

 一方、新しいかんぽ営業体制の構築は着実に遂行し、予定通り、本年4月の新体
制開始を迎えることができました。

 また、昨年5月の自己株式取得等の結果、日本郵政による当社株式の議決権比
率は50%を下回り、郵政民営化法上の新規業務に係る上乗せ規制が、認可制
から届出制へと緩和されました。

 これにより、本年4月から、幅広い世代の保障ニーズにお応えする新商品として、
新医療特約「もっとその日からプラス」の販売を開始しております。

 資産運用面においては、良好な市場環境のもと、計画を上回る運用収益を確保
いたしました。

 引き続き、中期経営計画の取組みを着実に進めることにより、お客さまから真に
信頼される企業へと再生し、お客さま体験価値を最優先とするビジネスモデルへ
転換することで、「かんぽらしさ」を発揮してまいりたいと考えております。

 3ページをご覧ください。
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 ここからは、当社の経営課題について、ご説明いたします。

 2022年度は、新しいかんぽ営業体制の始まりの年であり、当社の変革に向けた
第一歩として、非常に重要な１年となります。

 次のページ以降で、まずは、新しいかんぽ営業体制での営業・商品戦略につい
てご説明し、CX・DX、コスト・運用、最後に利益と株主還元について、ご説明いた
します。

 4ページをご覧ください。

3



 新しいかんぽ営業体制について、ご説明いたします。

 本年4月から、日本郵便のコンサルタントが当社支店のかんぽサービス部に所属
し、当社の社員として活動することにより、当社が直接マネジメントする販売チャ
ネルが大きく拡大しました。

 これにより、きめ細やかな育成・指導でコンサルタントの専門性を向上させるとと
もに、郵便局窓口において幅広い金融商品を提供することで、グループ一体での
総合的なコンサルティングサービスを提供してまいります。

 この新しい営業体制を早期に定着させ、次のページでご説明する「かんぽ営業の
目指す世界観」の実現を目指してまいります。

 5ページをご覧ください。
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 当社が再生に向かうための将来ビジョンとして、「かんぽ営業の目指す世界観」を
定めました。

 この目指す世界観の中では、

・ お客さまの信頼・満足を起点として、お客さまを拡大していく

・ フロントラインに寄り添った仕組み・制度の運用を通じ、適正なマネジメントを定
着させ、社員の成長を支える

・ 社会・経営環境を敏感に捉え、進化し続ける

ということを掲げております。

 この世界観を全社員で共有し、お客さまとの信頼関係に基づき、マーケットと人
材の成長、および、それらの土台となるマネジメントの成長を通じて、企業価値の
向上を目指してまいります。

 6ページをご覧ください。
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 本年4月から、新しいかんぽ営業体制の下、お客さま担当制および新医療特約
のご案内などの活動を開始しております。

 こうした活動の定常化を早期に図るため、活動プロセス・課題解決を重視した社
員マネジメント、募集スキルの向上、全社一体でのフロントラインへの業務サポー
トといった、「かんぽ営業の世界観」に沿った取組みを実施してまいります。

 人材やマネジメントの成長をしっかり支えることで、フロントラインが安心して営業
活動に注力できる環境を整備し、お客さまの拡大につなげていきたいと考えてお
ります。

 7ページをご覧ください。
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 新医療特約について、ご説明いたします。

 昨年、郵政民営化法上の新規業務に関する上乗せ規制が緩和され、届出制へと
移行したことにより、お客さまニーズに応じた商品を、さらに提供しやすい環境と
なりました。

 本年4月に販売開始した新医療特約は、あらゆる世代のお客さまに、従来よりも
低廉な保険料で、充実した医療保障をご提供できる商品です。

 直近の販売状況では、多くのお客さまに基本保険金額以上の特約保険金額でご
加入いただいており、お客さまの保障ニーズにしっかりとお応えできていると認識
しております。

 引き続き、保障性商品へのシフトを進め、新契約価値の向上につなげてまいりた
いと考えております。

 8ページをご覧ください。
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 今後の保険サービスの方向性について、ご説明いたします。

 中期経営計画では、人生100年時代において、あらゆる世代のお客さまの保障
ニーズにお応えするべく、保険サービスの開発に取り組むこととしております。

 昨年度は、青壮年層の保障ニーズにお応えするべく、普通定期保険および特別
養老保険の保険期間を延長するとともに、法人のお客さまの定年延長のニーズ
にお応えするため、保険期間を延長した普通養老保険の取扱いを開始しました。

 また、ラジオ体操の健康効果の検証に向けた、医療機関・大学との共同研究も進
めてまいりました。

 今後も、青壮年層向けに低廉な保険料でバランスのとれた保障の提供や、高年
齢・中高年齢層向けに保障ニーズにお応えする商品の拡充、健康づくりをサポー
トする商品の研究に取り組んでまいります。

 お客さまの生活に寄り添うサービスについては、後ほどご説明いたします。

 9ページをご覧ください。
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 営業・商品戦略の効果について、ご説明いたします。

 左のグラフの保有契約件数については、2年近く営業活動を行ってこなかったこと
により、減少傾向が続いております。

 ストックビジネスである生命保険事業は、保有契約が主な収益源となりますので、
中期経営計画に掲げる保有契約2,000万件以上の目標を達成し、保有契約の減
少に歯止めをかけて、持続可能な事業基盤を構築することが必要です。

 右のグラフの新契約価値については、新契約を回復させるとともに、保障性商品
へのシフトを進め、早期に1,000億円台に乗せることを目指します。

 また、それを通じて、中期経営計画に掲げるRoEV目標6～8%成長の達成を目
指してまいります。

 10ページをご覧ください。
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 CX／DXに関する取組みについて、中計期間中に目指す姿をご説明いたします。

 当社は、持続的成長に向けて、お客さま体験価値（CX）向上の観点から、保険
サービスを抜本的に見直し、CXを最優先とするビジネスモデルへと大きく転換し
てまいります。

 具体的には、窓口社員・コンサルタント・カスタマーセンタースタッフが、同じ情報
をもとに、チーム一体でお客さまサポートを行うためのデータベースの構築などを、
段階的に行います。

 また、遠隔地にお住まいのご家族が、募集時にオンラインでご同席できる仕組み
を整備し、その場で各種お手続きが完結するよう、カスタマーセンターの機能を
拡充することで、募集品質の確保とお客さまの利便性向上を目指してまいります。

 DXを推進し、日本郵政グループの強みである「リアル」と、新しいデジタル技術を
融合させて、安心してご利用いただけるサービス、感動していただけるサービス
をご提供し、お客さま満足度を向上させていきたいと考えております。

 11ページをご覧ください。
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 CX／DXに関する直近の取組みを、ご説明いたします。

 当社は、お客さまの利便性を向上させる各種取組みを行っていく中で、本年3月
に、経済産業省が定める「DX認定事業者」と認定されました。

 また、昨年度においては、契約者向けのWebサービス（マイページ）における機
能の拡充など、更なる利便性向上を進めてまいりました。

 お客さまとのつながりを重視したアフターフォローの充実に向けては、カスタマー
センターにおいて業務試行を開始したほか、お客さまご自身のスマートフォン等
を用いた手続きを、一部地域から段階的に試行実施してまいります。

 これらの取組みを進めていくに当たっては、成果をタイムリーに測定することで、
サービス改善につなげるPDCAサイクルを、より早く回転させてまいります。

 12ページをご覧ください。

11



 本年4月に、保険サービスの企画・検討態勢強化を目的とした組織、みらいデザ
イン室を新設しました。

 社内からアイデアを広く募集し、その実現を目指す「社内ベンチャー制度」や、ア
フラック生命と共同してスタートアップを募集する「かんぽ生命・アフラック
Acceleration Program」といった、具体的なサービスを探索する取組みを開始し
ております。

 これらにより、お客さまの生活に寄り添う、新たなサービスを創出してまいりたい
と考えております。

 13ページをご覧ください。
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 このページでは、必要経費の推移をお示ししております。

 2021年度（2022年3月期）の必要経費は、中期経営計画で想定していた5,300億
円を下回り、4,771億円となりました。

 これは、新契約が低水準に留まったことに伴い、代理店委託手数料や営業活動
経費などが減少したことによるものであり、決して楽観できるものではないと考え
ております。

 2022年度（2023年3月期）は、新しいかんぽ営業体制の構築に伴う日本郵便か
らのコンサルタントの受け入れ、および、事業運営の定常化によって、必要経費
が700億円程度増加する見込みです。

 引き続き、中期経営計画に掲げる業務の効率化、経費の削減、強化領域への投
資等を進め、2025年度（2026年3月期）の必要経費を5,020億円程度に抑えるこ
とで、事業運営の効率化を目指してまいります。

 14ページをご覧ください。
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 ここからは資産運用について、ご説明いたします。

 左の表は、収益追求資産の残高、および、総資産に占める割合をお示ししており
ます。

 当社は、ALMを基本としつつ、リスク許容度の範囲で、株式・外国債券など収益
追求資産への投資を拡大しております。

 収益追求資産への投資は、中計期間中に総資産に占める比率を18～20%まで
引き上げることを見込んでおり、2022年3月末では16.7%となりました。

 その結果、1.94%の利子利回りを実現し、1,407億円の順ざやを確保いたしまし
た。

 引き続き、オルタナティブ等の投資領域ごとと、ポートフォリオ構築の両面から、
資産運用を深化・高度化してまいります。

 15ページをご覧ください。
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 2022年度（2023年3月期）の資産運用については、引き続き、収益追求資産へ
の投資を拡大し、総資産に占める比率を18%程度まで引き上げることを見込ん
でおります。

 特に、オルタナティブ投資については、戦略分散・地域分散を図りながら、リスク
許容量と投資機会に応じて、段階的に積み上げていく方針としております。

 なお、ロシア・ウクライナ情勢については、当社はロシア・ウクライナの株式や債
券等を直接保有しておらず、外部委託（ファンド）を通じた間接的な保有が若干あ
りますが、各アセットにおけるグローバルな分散投資の一部で保有しているもの
であり、直接的な影響は僅少です。

 ロシア・ウクライナ情勢を含め、海外金利の上昇、円安の進行といった幅広い市
場変化の影響も想定されるため、引き続き、市場環境を注視し、適切に対応して
まいります。

 16ページをご覧ください。
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 ESG投資の推進について、ご説明いたします。

 当社は、「Well-being向上」、「地域と社会の発展」、「環境保護への貢献」を重点
取組みテーマとした、ESG投融資を行っております。

 具体的には、気候変動対応として、投資先の再生可能エネルギー発電施設によ
る総発電出力を、2021年3月末の60.7万キロワットから、直近では73.0万キロ
ワットまで拡大したほか、国内外の各種イニシアチブへの加盟や、ESGインテグ
レーション・エンゲージメントの高度化に取り組んでおります。

 また、「インパクト“K”プロジェクト」と称する、従来のリスク・リターンに加え、環境・
社会問題の解決といった、社会的インパクトの計測が可能な投資を推進する独
自のプロジェクトに取り組んでおり、かんぽ生命らしい“あたたかさ”の感じられる
ESG投融資を推進してまいります。

 17ページをご覧ください。
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 利益水準について、ご説明いたします。

 昨年度までは、営業活動経費が大きく抑えられた結果、事業費の減少が、短期
的な利益の増加につながっていました。

 加えて、昨年度は、国内株式の増配などにより、運用関係損益が改善したことで、
当期純利益は、当初予想（1,180億円）から400億円増加し、1,580億円となりまし
た。

 この高い利益水準は、一時的な要因が影響したものと認識しております。

 今年度は、日本郵便からコンサルタントなど１万人以上の社員の出向を受け入
れるとともに、事業運営の定常化に伴う支出増加などを見込むため、当期純利益
は、昨年度から約半減し、710億円と見込んでおります。

 中期経営計画では、2025年度に900億円台の当期純利益を目指しておりますの
で、今後は、利益水準の回復が必要となります。

 新体制構築に伴う支出が先行するため、今年度の利益水準は一旦下がりますが、
質を伴った営業推進を定着させていくことで、中期経営計画の利益目標の達成
は可能であると見込んでおります。

 18ページをご覧ください。

17



 最後に、株主還元方針について、ご説明いたします。

 中期経営計画期間における株主還元については、原則として減配を行わず、増
配を目指す方針をお示ししておりましたが、これに加えて、本年5月に、株主に対
する柔軟な利益還元等を目的として、機動的な自己株式取得等を行い、総還元
性向で中期平均40～50%を目指す方針を決定しました。

 この方針に基づき、2022年3月期の総還元性向は45%程度を想定し、1株当たり
配当を90円としたうえで、2023年3月期第2四半期以降の自己株式取得を検討し
ております。

 なお、自己株式取得に当たっては、引き続き、日本郵政による当社株式の議決
権比率が、2分の1以下に維持できるように検討しております。

 また、2023年3月期の株主還元については、1株当たり配当を92円とする予定で
す。

 今後も、当社は、株主に対する利益の還元を、経営上重要な施策の一つとして
位置づけ、経営の健全性を確保しつつ、安定的な株主への利益還元を行ってま
いります。

 以上で私からの説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。
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